
令
和
６
年
度
の
一
般
会
計
、
特
別

会
計
、
企
業
会
計
の
当
初
予
算
案

は
、
３
月
定
例
会
の
本
会
議
初
日

に
提
案
さ
れ
、
議
長
を
除
く
全
議

員
で
構
成
す
る
予
算
特
別
委
員
会

に
審
査
が
付
託
さ
れ
ま
し
た
。

５
日
間
に
お
け
る
審
査
の
結
果
、

討
論
の
あ
っ
た
一
般
会
計
及
び
国

民
健
康
保
険
特
別
会
計
を
含
む
全

会
計
の
予
算
を
原
案
ど
お
り
可
決

す
べ
き
も
の
と
し
ま
し
た
。

本
会
議
最
終
日
、
委
員
会
審
査
の

結
果
報
告
後
に
採
決
を
行
い
、
一

般
会
計
及
び
、
国
民
健
康
保
険
特

別
会
計
に
討
論
が
あ
り
ま
し
た
が
、

賛
成
多
数
に
よ
り
、
い
ず
れ
も
原

案
ど
お
り
可
決
と
な
り
ま
し
た
。

一
般
会
計
予
算
は
、
前
年
度
比
2.3

％
増
の
582
億
３
千
万
円
と
過
去
最

大
の
規
模
と
な
り
、
７
年
連
続
で

500
億
円
を
超
え
る
予
算
規
模
と
な

り
ま
し
た
。

歳
入
に
お
い
て
は
、
個
人
市
民
税

が
定
額
減
税
の
影
響
で
4.5
億
円
減

少
見
込
み
と
す
る
も
の
の
、
こ
の

影
響
額
の
補
填
金
が
地
方
特
例
交

付
金
に
増
額
さ
れ
る
こ
と
と
、
宮

島
訪
問
税
の
2.5
億
円
増
な
ど
に
よ

り
、
昨
年
と
同
程
度
を
見
込
ん
で

い
ま
す
。

歳
出
で
は
、
総
務
費
で
筏
津
地
区

公
共
施
設
再
編
事
業
や
地
域
医
療

拠
点
等
整
備
事
業
の
減
少
に
よ
り
、

19.8
億
円
減
。
土
木
費
は
道
路
整
備

や
公
園
整
備
事
業
の
増
加
で
9.4
億

円
増
を
見
込
ん
で
い
ま
す
。

市
債
残
高
は
、
前
年
度
に
比
べ
約

21
億
円
減
少
し
、
約
678
億
円
の
見

込
み
で
、
基
金
残
高
は
６
年
度
末

で
80
億
円
と
な
る
見
込
み
で
す
。

一
般
会
計
は

過
去
最
大
の
582
億
円

市
債
残
高
と
基
金
残
高

共
に
縮
小

一般会計

（単位：億円）
区 分 令和６年度 前年度⽐

⼀ 般 会 計 582.3 2.8%

特
別
会
計

国民健康保険 117.4 0.2%
介護保険 111.2 0.3%
後期高齢者医療 22.3 15.4%
漁港管理 0.1 △13.4％
墓地管理事業 0.2 △31.6％
港湾管理事業 1.4 10.3%
市営住宅事業 3 △30.1%
宮島水族館事業 6.3 2.9%

小　計 262.4 0.9%
企
業
会
計

下水道事業 95.4 3.2%
国民宿舎事業 0.4 △4.2%

小　計 95.9 3.2%
全会計総額 940.6 2.3%

※�金額は100万円以下を切り捨てているため、
合計と一致しません

※前年度比は、前年度当初予算との比較

会計別内訳

５８２．３億円
前年度比　15.6億円⤴  2.8%⤴

全会計総額

前年度比　20.9億円⤴  2.3%⤴

９４０．６億円

令和６年度の当初予算
予算特別委員会

市債残高（年度末）の推移

基金残高（年度末）の推移
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（年度）

（億円）

13



● ● ● ● ● ● ● ● ● ● ● ● ● ●
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●●●●●●●●●●●●●●令和６年度　事業紹介（一部抜粋）

●
用
地
購
入
費
・
補
償
費

２
億
７
５
０
０
万
円

●
市
道
二
重
原
線

　
　
　
　

整
備
工
事
委
託
料

２
７
３
３
万
円

●
都
市
再
生
整
備
計
画

　
　
　
　

策
定
業
務
委
託
料

８
０
０
万
円

●
用
地
図
面
作
成
等
業
務
委
託
料

１
１
３
８
万
４
千
円

●
そ
の
他
経
費
（
旅
費
等
）

７
９
万
４
０
０
０
円

官
民
一
体
と
な
り
、
地
域
の
活
性
化

や
産
業
の
好
循
環
の
創
出
に
向
け
た

取
組
を
推
進
し
、
そ
の
司
令
塔
と
な

る
、
は
つ
か
い
ち
版
Ｄ
Ｍ
Ｏ
の
組
織

づ
く
り
を
進
め
ま
す
。

●
観
光
Ｄ
Ｍ
Ｐ
構
築
等

　
　
　
　
　
　

業
務
委
託
料

２
７
０
０
万
円

●
Ｄ
Ｍ
Ｏ
設
立

　
　
　
　

準
備
支
援
業
務
委
託
料

〔
債
務
負
担
〕
７
０
０
万
円

●
観
光
振
興
基
本
計
画

　
　
　
　
　

策
定
業
務
委
託
料

〔
債
務
負
担
〕
１
０
０
０
万
円

令
和
５
年
に
引
き
続
き
行
い
、
令
和

６
年
８
月
完
成
を
目
指
し
ま
す
。
市

内
外
の
様
々
な
年
齢
層
に
利
活
用
さ

れ
る
「
集
客
力
の
あ
る
ス
ポ
ー
ツ
公

園
」
と
す
る
た
め
、
現
在
の
陸
上
競

技
場
を
多
目
的
広
場
に
整
備
し
ま
す
。

●
野
球
場
整
備
工
事
等

４
億
１
１
８
１
万
円

●
多
目
的
広
場
整
備
経
費

４
億
１
８
６
２
万
５
千
円

　
　
　
　
　
〔
債
務
負
担
〕

２
億
２
３
９
８
万
円

令
和
６
年
９
月
か
ら
、
子
ど
も
医
療

費
を
高
校
生
ま
で
の
入
院
・
通
院
も

対
象
と
し
ま
す
。

●
扶
助
費
制
度
拡
充
分

６
２
７
５
万
８
千
円

　
（
全
体
額
）４億

４
５
１
８
万
９
千
円

認
可
保
育
園
に
通

う
０
歳
児
か
ら
２

歳
児
を
対
象
に
、

第
１
子
の
保
育
料

を
半
額
に
し
ま
す
。

都
市
構
造
の
再
構
築

未
来
物
流
産
業
団
地
造
成
事
業

３
億
２
２
５
０
万
８
０
０
０
円

持
続
可
能
な
観
光
マ
ネ
ジ
メ
ン
ト

体
制
の
構
築

産
業
振
興
ビ
ジ
ョ
ン
推
進
事
業

Ｈ
Ｉ
Ｒ
Ｏ
Ｈ
Ａ
Ｉ
佐
伯
総
合
ス
ポ
ー

ツ
公
園
の
リ
ニ
ュ
ー
ア
ル

公
園
整
備
事
業

子
育
て
世
代
の
経
済
負
担
の
軽
減

こ
ど
も
医
療
費
給
付
事
業

保
育
園
使
用
料
・
保
護
者
負
担
金

《保育料算定のモデルケース》

家族モデル 世帯年収 現行 Ｒ６年４月〜
（現行の半額）

年間差額
（現行との差×12回）

父・母・子（２歳）約510万円 34,800円 17,400円 208,800円

父・母・子（２歳）約770万円 52,700円 26,350円 316,200円

そぞろあるきマルシェ（宮島口）

事業予定地

多目的広場イメージ
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反
対
討
論

包
ヶ
浦
の
高
付
加
価
値
宿
泊
施
設
誘
致

の
効
果
は
期
待
で
き
な
い
。
計
画
は
中

止
す
べ
き
だ
。
ア
ジ
ア
ト
ラ
イ
ア
ス
ロ

ン
選
手
権
へ
の
負
担
金
は
、
他
の
ス
ポ

ー
ツ
イ
ベ
ン
ト
が
中
止
に
な
り
、
す
る

ス
ポ
ー
ツ
が
後
退
し
て
い
る
中
で
の
開

催
に
は
反
対
。新
機
能
都
市
開
発
、未
来

物
流
産
業
団
地
造
成
事
業
は
、
緑
地
を

大
幅
に
開
発
す
る
負
の
影
響
が
大
き
い
。

国
民
健
康
保
険
特
別
会
計
に
つ
い
て
は
、

保
険
税
の
引
き
上
げ
に
反
対
。

賛
成
討
論

宿
泊
施
設
の
誘
致
に
つ
い
て
、
在
外
富

裕
層
の
も
た
ら
す
経
済
効
果
は
高
く
、

地
元
住
民
と
共
同
し
て
の
ブ
ラ
ン
ド
力

向
上
が
図
ら
れ
る
。
ア
ジ
ア
ト
ラ
イ
ア

ス
ロ
ン
選
手
権
は
市
が
サ
ポ
ー
ト
す
る

こ
と
に
よ
り
広
報
に
も
な
る
。
新
機
能

都
市
開
発
及
び
、
未
来
物
流
産
業
団
地

造
成
事
業
は
、
シ
ビ
ッ
ク
コ
ア
に
か
ら

む
住
工
混
在
が
解
消
さ
れ
、
事
業
費
の

対
応
も
検
討
さ
れ
て
い
る
。

国
民
健
康
保
険
特
別
会
計
に
つ
い
て
は
、

基
金
を
取
り
崩
し
な
が
ら
負
担
を
最
小

限
に
し
よ
う
と
努
力
し
て
い
る
。

討
　
　
論

歳　

入

企
業
版
ふ
る
さ
と
納
税

Ｑ	

活
用
事
業
を
明
確
化
す
べ
き
で
は
。

Ａ	

現
在
、
Ｈ
Ｉ
Ｒ
Ｏ
Ｈ
Ａ
Ｉ
佐
伯
総
合

ス
ポ
ー
ツ
公
園
の
再
整
備
に
注
力
し

て
企
業
を
訪
問
し
て
お
り
、
寄
付
額

の
８
割
が
そ
の
関
係
で
あ
る
。

歳　

出

宮
島
ま
ち
づ
く
り
推
進
事
業

Ｑ	

多
客
時
ご
み
対
策
業
務
委
託
料
で
多

客
時
判
断
基
準
と
事
業
内
容
は
。

Ａ	

昨
年
11
月
、
厳
島
神
社
入
口
付
近
で

行
っ
た
ご
み
の
実
態
調
査
で
、
ご
み

の
回
収
量
200
㎏
を
超
え
た
日
の
結
果

を
踏
ま
え
、
来
島
者
２
万
５
０
０
０

人
を
超
え
る
日
を
多
客
時
と
仮
定
し

て
い
る
。
業
務
内
容
は
、
季
節
に
よ

り
ご
み
の
種
類
・
量
が
変
化
す
る
た

め
、
具
体
的
な
回
収
場
所
や
方
法
、

ご
み
箱
の
機
能
や
規
模
、
回
収
頻
度

等
を
検
討
す
る
た
め
分
析
を
行
う
も

の
で
あ
る
。

私
立
保
育
園
運
営
事
業

Ｑ	

保
育
士
雇
用
支
援
策
を
問
う
。

Ａ	

定
員
払
い
事
務
費
補
助
や
保
育
士
ガ

イ
ダ
ン
ス
を
開
催
し
、
保
育
士
確
保

に
取
り
組
ん
で
い
る
。
そ
の
他
に
も

国
の
制
度
に
伴
う
取
り
組
み
も
行
っ

て
い
る
が
、
こ
れ
ら
を
継
続
す
る
と

と
も
に
新
た
な
確
保
策
を
検
討
し
て

い
く
。

産
業
ま
ち
づ
く
り
事
業

Ｑ	

は
つ
か
い
ち
産
業
ま
ち
づ
く
り
事
業

補
助
金
の
具
体
的
な
内
容
は
。

Ａ	

廿
日
市
市
産
業
ま
ち
づ
く
り
委
員
会

に
お
い
て
、
産
業
支
援
に
取
り
組
む

た
め
に
廿
日
市
商
工
会
議
所
に
交
付

す
る
補
助
金
で
あ
る
。
産
業
振
興
プ

ロ
ジ
ェ
ク
ト
及
び
、
観
光
振
興
プ
ロ

ジ
ェ
ク
ト
の
二
本
立
て
と
な
っ
て
お

り
、事
業
者
へ
の
各
種
補
助
金
や
イ
ベ

ン
ト
支
援
な
ど
を
盛
り
込
ん
で
い
る
。

不
登
校
総
合
対
策
事
業

Ｑ	

つ
な
が
り
支
援
プ
ロ
ジ
ェ
ク
ト
の
具

体
的
取
り
組
み
と
効
果
は
。

Ａ	

学
校
を
指
定
し
、
指
定
事
業
の
研
修

業
務
を
委
託
す
る
も
の
で
あ
る
。
令

和
６
年
度
は
小
学
校
２
校
を
指
定
校

に
す
る
予
定
で
あ
る
。
授
業
観
察
や

学
級
経
営
に
係
る
校
内
研
修
な
ど
、

講
師
に
よ
る
定
期
的
な
訪
問
指
導
を

通
し
、
学
校
・
学
級
が
安
心
し
て
自

分
ら
し
く
居
ら
れ
る
場
所
に
な
っ
て

い
る
か
を
検
証
し
て
い
く
。
指
定
校

で
の
成
果
を
市
内
小
中
学
校
と
共
有

し
、
こ
の
プ
ロ
ジ
ェ
ク
ト
の
浸
透
を

図
っ
て
い
き
た
い
。

総
括
質
疑

Ｑ	

包
ヶ
浦
自
然
公
園
を
活
用
し
た
宿
泊

施
設
の
誘
致
促
進
に
つ
い
て
、
地
元

の
理
解
を
得
ら
れ
な
け
れ
ば
予
算
化

は
し
な
い
方
針
で
あ
っ
た
と
認
識
し

て
い
る
が
、
当
初
予
算
に
計
上
さ
れ

た
こ
と
に
つ
い
て
問
う
。

Ａ	

宿
泊
施
設
の
誘
致
は
、
市
域
全
体
へ

の
波
及
効
果
を
見
据
え
て
進
め
て
き

た
。
こ
れ
ま
で
地
元
説
明
会
な
ど
を

複
数
回
開
催
し
て
き
た
が
、
事
業
の

意
図
や
具
体
的
内
容
な
ど
を
十
分
に

伝
え
き
る
こ
と
が
で
き
ず
、
誤
解
や

不
安
を
招
い
て
い
る
。
そ
れ
ら
を
解

消
で
き
る
公
募
要
領
の
素
案
が
で
き

た
こ
と
か
ら
、
地
域
の
主
要
団
体
の

代
表
者
の
方
々
へ
説
明
を
行
い
た
い
。

Ｑ	

新
機
能
都
市
開
発
事
業
・
未
来
物
流

産
業
団
地
造
成
工
事
が
進
め
ら
れ
て

い
る
が
、
円
安
・
物
価
高
で
支
出
増

が
想
定
さ
れ
る
。
こ
の
影
響
を
ど
う

考
え
る
か
。

Ａ	

新
機
能
都
市
開
発
事
業
は
物
価
高
騰

に
よ
る
工
事
費
等
の
増
加
が
懸
念
さ

れ
、
未
来
物
流
産
業
団
地
造
成
事
業

は
、
物
価
高
騰
の
影
響
や
、
盛
土
規

制
法
に
よ
る
調
査
設
計
費
の
増
額
等

が
懸
念
さ
れ
る
。
共
に
、
道
路
な
ど

の
公
共
施
設
整
備
に
国
の
都
市
再
生

整
備
計
画
事
業
の
交
付
金
活
用
を
検

討
し
て
い
る
。

予
算
委
員
会
で
の
主
な
質
疑

質
疑
の
一
部
を
紹
介
し
ま
す
。
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